
平成 27年度 第１回横浜市保健医療協議会 

 

日 時 平成27年７月30日（木）18時30分～20時30分 

場 所 開港記念会館 ２階 ６号室           

 

 

次  第 
 
 

１ 開会 

 

２ 議題 

（１）副会長の選出について【資料１】 

（２）地域医療構想の策定について（医療局）【資料２】 

（３）平成 27年度病床整備事前協議の実施に対する意見について（医療局）【資料３】 

（４）横浜市がん対策推進計画（仮称）策定部会の設置について（医療局）【資料４】 

     

３ 報告 

（１）病床整備状況について（医療局）【資料５】 

（２）よこはま保健医療プラン2013進ちょく状況等について（26年度達成状況）（医療局） 

【資料６】 

（３）平成 27年度横浜市食品衛生監視指導計画について（健康福祉局）【資料７】 

（４）よこはまウォーキングポイント事業の実施状況について（健康福祉局）【資料８】 

 

４ その他 

 

   ＜配付資料＞ 

・資料１：横浜市保健医療協議会運営要綱 
・資料２：地域医療構想の策定について 
・資料３：平成27年度病床整備事前協議の実施について 
・資料４：横浜市がん対策推進計画（仮称）の策定について（諮問） 
・資料５：病床配分後の病床整備の状況（平成27年６月現在） 
・資料６：よこはま保健医療プラン2013進ちょく状況（平成26年度） 
・資料７：平成27年度 横浜市食品衛生監視指導計画（概要版） 
・資料８：よこはまウォーキングポイント事業の実施状況について 



横浜市保健医療協議会運営要綱 
 

 制  定 平成 24年３月 22日健企第 399号（局長決裁） 

最近改正 平成 27年３月 26日健企第 352号（局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市附属機関設置条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第

49号）第４条の規定に基づき、横浜市保健医療協議会（以下「協議会」とい

う。）の組織、運営その他必要な事項について定めるものとする。 

 

（担任事務） 

第２条 横浜市附属機関設置条例第２条第２項に規定する協議会の担任する事

務の細目については、次に掲げるものとする。 

(1) 横浜市の保健、医療及び生活衛生施策の計画及び評価に関すること。 

 

（委員） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 保健医療福祉関係団体の代表者等 

(3) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員の代理は、認めないものとする。 

 

 （臨時委員） 

第４条 委員会に、保健、医療及び生活衛生施策に関する事項を調査審議させ

るため必要があるときは、臨時委員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 保健医療福祉関係団体の代表者等 

(3) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

３ 臨時委員は、第１項の事項に関する調査審議が終了したときは、解任され

たものとする。 

 

資 料 １ 



（会長） 

第５条 協議会に会長および副会長をそれぞれ１人置く。 

２ 会長は、委員の互選によりこれを定め、副会長は、会長が指名する。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を掌理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、必要に応じ会長が招集する。 

２ 会長は、協議会の会議の議長とする。 

３ 協議会は、委員(議事に関係のある臨時委員を含む。次項において同じ。) 

の過半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

４ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、

会長の決するところによる。 

 

 （部会及び専門委員会） 

第７条 協議会に、専門の事項を協議させる必要があるときは、部会及び専門

委員会（以下「部会等」という。）を置くことができる。 

２ 部会等は、協議会の委員、臨時委員、及び関係団体の代表等のうちから、

会長が指名する者をもって組織する。 

３ 部会等は、当該専門事項に関する協議が終了したときは解散するものとす

る。 

４ 部会等は、部会長を１人置き、会長が指名する。 

５ 部会等は、会長の指示に応じ部会長が招集する。 

６ 協議会で了承が得られた場合は、部会等の議決をもって協議会の議決とす

ることができる。 

７ 第６条の規定は、部会等の会議について準用する。この場合において、同

条中の「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「部会等の委員」、

「臨時委員」とあるのは「部会等の臨時委員」と読み替えるものとする。 

 

（会議の公開） 

第８条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成 12年２月横浜市条例

第１号）第 31 条の規定により、協議会の会議（部会等の会議を含む。）につ

いては、一般に公開するものとする。ただし、委員の承諾があれば、会議の

一部又は全部を非公開とすることができる。非公開とする場合は、傍聴人を

会場から退去させるものとする。 



（意見の聴取等） 

第９条 会長又は部会長は、協議会又は部会等の会議の運営上必要があると認

めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くほか、資料の提

出その他必要な協力を求めることができる。 

 

（所管） 

第 10条 協議会は、医療局及び健康福祉局の共管とする。ただし、協議会に関

する「附属機関の開催状況報告」は、医療局が行う。 

 

 （庶務） 

第 11条 協議会の庶務は、健康福祉局企画部企画課において処理する。平成 28

年４月１日から、医療局医療政策部医療政策課において処理する。 

 

（委任） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会

長が協議会に諮って定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

２ 平成８年７月 15日制定の「横浜市保健医療協議会設置要綱」は平成 24年 

３月 31日をもって廃止する。 

 

（経過措置） 

３ この要綱の施行後最初の協議会の会議は、第６条第１項の規定にかかわら

ず、市長が招集する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 27年４月１日から施行する 



地域医療構想の策定について 
１ 地域医療構想策定の経過について 

 

○「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」

（医療介護総合確保推進法）が平成 26 年６月 25 日に成立・公布されました。 

○都道府県は、国が提供する地域の医療需要の将来推計（2025 年(平成 37 年））や病床機能報告に

基づく情報等を活用し、バランスのとれた医療機能の分化と連携を推進するために、地域医療構

想を策定することになりました。 

○本市は、市内３つの二次保健医療圏（横浜北部・横浜西部・横浜南部）について、医療需要等を

明確にし、医療政策に反映させるため、県の医療計画の一部として、地域医療構想（横浜版地域

医療ビジョン）を策定します。 

○地域医療構想は、最終的には県の医療審議会で確定し、策定後、本市は県とともに各医療機関の

自主的な取組を推進するための支援等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医療機能の分化・連携に係る取組の流れ 

【病床機能報告制度の運用開始】（平成 26年 10月～） 

・医療機関がその有する病床において担っている医療機能（※）

の現状と今後の方向を選択し、病棟単位で都道府県に報告 

【地域医療構想の策定】（平成 27年度～） 

・都道府県において地域医療構想の策定 

・地域の医療需要の将来推計や毎年の病床機能報告制度等によ

り医療機関から報告された情報等を活用し、二次保健医療圏

等ごとに、各医療機能の必要量（2025年時点）等を含む地域

の医療提供体制の将来の目指すべき姿を示す。 

※医療機能の名称と内容 

高度急性期機能 

…急性期の患者に対し、状態の早期安定
化に向けて、診療密度が特に高い医療
を提供する機能 

（例）救命救急病棟やＩＣＵ等 

急性期機能 

…急性期の患者に対し、状態の早期安定
化に向けて、医療を提供する機能 

回復期機能 

…急性期を経過した患者への在宅復帰
に向けた医療やリハビリを提供する
機能 
（例）特に、急性期を経過した脳血管疾
患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、
ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的とし
たリハビリを集中的に提供する機能 

慢性期機能 

…長期にわたり療養が必要な患者を入
院させる機能 
（例）長期にわたり療養が必要な重度の
障害者（重度の意識障害者を含む）、
筋ジストロフィー患者又は難病患者
等を入院させる機能 

【医療機関による自主的な機能分化・連携の推進】 

・医療機関が自ら提供する医療内容やその体制に基づき、将来

目指していく医療について検討 

・医療機関相互の協議 

 

 

 

① 2025 年の医療需要（入院・外来別疾患別患者数等） 

② 2025 年に目指すべき医療提供体制（二次保健医療圏ごとの医療機能別の必要量） 

 ③ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策 

   （例）医療機能の分化・連携を進めるための施設整備、医療従事者の確保・養成等 
 

構想区域（二次保健医療圏）ごとの病床機能報告に基

づく医療提供体制の現状と 2025 年の推計値が県から提

供されます。本市も医療機関を対象に実施した調査結果

等をもとにデータの精査を行います。 
  なお、二次保健医療圏とは、医療法の医療計画の中 
で入院に係る医療を提供する地域的な単位であり、本 
市には、３つの医療圏があります。 
・横浜北部（鶴見・神奈川・港北・緑・青葉・都筑） 
・横浜西部（西・保土ケ谷・旭・戸塚・泉・瀬谷） 
・横浜南部（中・南・港南・磯子・金沢・栄） 

 

 
市内３つの二次保健医療圏（横浜北部、横浜西部、横浜南部）を対象とした調整を行う協議の

場として、医師会、歯科医師会、病院協会、医療保険者、薬剤師会、看護協会、学識経験者等で

構成される地域医療構想調整会議を県が設置します。本市からは、医療局、健康福祉局のほか、

政策局からの参加を予定しており、本市の実情を反映したものになるよう調整してまいります。 
  平成 27年７月  市保健医療協議会にて、地域医療構想調整会議の委員の推薦について審議 

  平成 27年８月～ 地域医療構想調整会議にて具体的な検討 

   

 なお、地域医療構想の策定の期限について、法律上は平成 30年３月までですが、国は平成 28
年半ば頃までの策定が望ましいとしています。 
 

 
（１）市民、医療機関、医療保険者、患者団体等への地域医療構想（病床機能分化）についての

広報・啓発を行います。 
（２）地域医療構想調整会議にて、あるべき医療提供体制を実現するための施策を検討します。 
ア 各医療機関における自主的な取組等の進捗状況を共有します。 
イ 病床の機能区分ごとの必要病床数と病床機能報告制度による集計数を比較し、地域の課

題を検討します。 
ウ 地域医療介護総合確保基金の活用について検討します。この基金は、病床の機能分化・

連携、在宅医療・介護の推進等に要する経費を支弁するため、国が消費税増収分を活用し

て、都道府県に設置するものです。 

３ 地域医療構想の内容 

横浜市内の二次保健医療圏 

 

４ 構想策定に向けた協議体（地域医療構想調整会議）の設置 

５ 地域医療構想の実現に向けた調整 （平成 28 年度以降） 

横浜北部 

横浜南部 

横

浜

西

部 

資料２ 



 

【参考資料】 

 

１ 厚生労働省作成資料（平成 25年８月 21日 中央社会保険医療協議会総会資料より引用）  

 

※図中の「７対１」は、一般病棟入院基本料で、看護職員１人あたりの入院患者数が７人までで、施設

基準を満たしている病棟で算定しています。 

 

 

  ２ 横浜市作成資料 

 

 

※横浜市の図は、関東信越厚生局のデータを元

に、市内医療機関の機能を国と比較しやすく図

式化したもので、一般病棟入院基本料と療養病

棟入院基本料を算定している病床のみを計上

しています。 
以下の入院料を算定している病床（約 5,000 床）

については、計上していません。 
 

・救命救急入院料、ＩＣＵ、特定機能病院等…約 2,000 床 

・亜急性期、回復期リハ   …約 1,700 床 

・障害者施設等入院基本料等 …約 1,200 床 

・緩和ケア病棟入院料等   …約 100 床 



【2025年の必要病床数の推計に係る基礎資料】

2014年の現状（床）
2025年度の患者住所地
における必要病床数の
充足率(※４)

現行（病床機能報告）
（①）

医療機関所在地
（②）（※２）

患者住所地（③）
（※３）

②－① ③－① ②／① ③／① ②／③

高度急性期 1,737.0 1,438.5 1,777.2 △ 298.5 40.2 82.8% 102.3% 80.9%

急性期 3,414.0 3,694.3 4,327.6 280.3 913.6 108.2% 126.8% 85.4%

回復期 858.0 3,346.5 3,351.9 2,488.5 2,493.9 390.0% 390.7% 99.8%

慢性期
パターンA

2,334.0 2,630.1 2,498.9 296.1 164.9 112.7% 107.1% 105.2%

慢性期
パターンB

2,334.0 2,773.3 2,620.8 439.3 286.8 118.8% 112.3% 105.8%

未選択 84.0 -

合計（※１） 8,427.0 11,252.5 12,077.5 2,825.5 3,650.5 133.5% 143.3% 93.2%

高度急性期 1,674.0 1,314.9 1,272.5 △ 359.1 △ 401.5 78.5% 76.0% 103.3%

急性期 4,023.0 3,709.7 3,480.4 △ 313.3 △ 542.6 92.2% 86.5% 106.6%

回復期 452.0 2,827.8 2,671.3 2,375.8 2,219.3 625.6% 591.0% 105.9%

慢性期
パターンA

1,417.0 2,053.0 2,038.4 636.0 621.4 144.9% 143.9% 100.7%

慢性期
パターンB

1,417.0 2,102.9 2,078.6 685.9 661.6 148.4% 146.7% 101.2%

未選択 48.0 -

合計 7,614.0 9,955.4 9,502.9 2,341.4 1,888.9 130.8% 124.8% 104.8%

高度急性期 2,900.0 1,420.9 1,226.1 △ 1,479.1 △ 1,673.9 49.0% 42.3% 115.9%

急性期 2,630.0 3,265.3 3,282.0 635.3 652.0 124.2% 124.8% 99.5%

回復期 629.0 2,656.9 2,771.0 2,027.9 2,142.0 422.4% 440.5% 95.9%

慢性期
パターンA

639.0 933.1 1,934.2 294.1 1,295.2 146.0% 302.7% 48.2%

慢性期
パターンB

639.0 939.0 1,937.4 300.0 1,298.4 146.9% 303.2% 48.5%

未選択 96.0 -

合計 6,894.0 8,282.1 9,216.5 1,388.1 2,322.5 120.1% 133.7% 89.9%

高度急性期 1,111.0 704.4 882.1 △ 406.6 △ 228.9 63.4% 79.4% 79.9%

急性期 2,124.0 1,824.5 2,245.7 △ 299.5 121.7 85.9% 105.7% 81.2%

回復期 221.0 1,453.0 1,845.8 1,232.0 1,624.8 657.4% 835.2% 78.7%

慢性期
パターンA

1,101.0 1,031.6 1,336.0 △ 69.4 235.0 93.7% 121.3% 77.2%

慢性期
パターンB

1,101.0 1,163.5 1,520.2 62.5 419.2 105.7% 138.1% 76.5%

未選択 6.0 -

合計 4,563.0 5,145.3 6,493.8 582.3 1,930.8 112.8% 142.3% 79.2%

2025年の必要病床数（床） 現行との差引（床）

神奈川県

-

-

-

-

横浜
北部

横浜
西部

横浜
南部

現行からの増加率

川崎
北部

県資料 



2014年の現状（床）
2025年度の患者住所地
における必要病床数の
充足率(※４)

現行（病床機能報告）
（①）

医療機関所在地
（②）（※２）

患者住所地（③）
（※３）

②－① ③－① ②／① ③／① ②／③

2025年の必要病床数（床） 現行との差引（床）

神奈川県

現行からの増加率

高度急性期 838.0 851.6 657.8 13.6 △ 180.2 101.6% 78.5% 129.5%

急性期 3,116.0 2,340.9 1,814.3 △ 775.1 △ 1,301.7 75.1% 58.2% 129.0%

回復期 233.0 1,584.3 1,308.8 1,351.3 1,075.8 680.0% 561.7% 121.1%

慢性期
パターンA

512.0 518.4 803.9 6.4 291.9 101.2% 157.0% 64.5%

慢性期
パターンB

512.0 565.0 882.3 53.0 370.3 110.4% 172.3% 64.0%

未選択 60.0 -

合計 4,759.0 5,341.8 4,663.2 582.8 △ 95.8 112.2% 98.0% 114.6%

高度急性期 1,612.0 771.6 775.6 △ 840.4 △ 836.4 47.9% 48.1% 99.5%

急性期 2,197.0 2,150.0 2,105.2 △ 47.0 △ 91.8 97.9% 95.8% 102.1%

回復期 420.0 1,767.2 1,820.4 1,347.2 1,400.4 420.8% 433.4% 97.1%

慢性期
パターンA

1,166.0 1,232.9 1,245.7 66.9 79.7 105.7% 106.8% 99.0%

慢性期
パターンB

1,166.0 1,268.8 1,277.8 102.8 111.8 108.8% 109.6% 99.3%

未選択 195.0 -

合計 5,590.0 5,957.5 5,979.1 367.5 389.1 106.6% 107.0% 99.6%

高度急性期 432.0 522.7 685.7 90.7 253.7 121.0% 158.7% 76.2%

急性期 2,060.0 1,584.5 1,876.7 △ 475.5 △ 183.3 76.9% 91.1% 84.4%

回復期 274.0 1,305.4 1,502.8 1,031.4 1,228.8 476.4% 548.5% 86.9%

慢性期
パターンA

1,113.0 1,199.8 1,096.5 86.8 △ 16.5 107.8% 98.5% 109.4%

慢性期
パターンB

1,113.0 1,290.3 1,188.5 177.3 75.5 115.9% 106.8% 108.6%

未選択 30.0 -

合計 3,909.0 4,702.9 5,253.8 793.9 1,344.8 120.3% 134.4% 89.5%

高度急性期 1,341.0 769.1 628.7 △ 571.9 △ 712.3 57.4% 46.9% 122.3%

急性期 1,889.0 2,126.9 1,859.8 237.9 △ 29.2 112.6% 98.5% 114.4%

回復期 441.0 1,531.5 1,402.4 1,090.5 961.4 347.3% 318.0% 109.2%

慢性期
パターンA

1,187.0 1,123.3 1,035.6 △ 63.7 △ 151.4 94.6% 87.2% 108.5%

慢性期
パターンB

1,187.0 1,273.9 1,206.5 86.9 19.5 107.3% 101.6% 105.6%

未選択 41.0 -

合計 4,899.0 5,701.3 5,097.4 802.3 198.4 116.4% 104.0% 111.8%

川崎
南部

横須
賀・
三浦

湘南
東部

湘南
西部

-

-

-

-



2014年の現状（床）
2025年度の患者住所地
における必要病床数の
充足率(※４)

現行（病床機能報告）
（①）

医療機関所在地
（②）（※２）

患者住所地（③）
（※３）

②－① ③－① ②／① ③／① ②／③

2025年の必要病床数（床） 現行との差引（床）

神奈川県

現行からの増加率

高度急性期 578.0 544.9 774.8 △ 33.1 196.8 94.3% 134.0% 70.3%

急性期 2,734.0 2,096.3 2,370.1 △ 637.7 △ 363.9 76.7% 86.7% 88.4%

回復期 577.0 1,951.4 1,827.0 1,374.4 1,250.0 338.2% 316.6% 106.8%

慢性期
パターンA

1,114.0 1,134.9 1,323.5 20.9 209.5 101.9% 118.8% 85.8%

慢性期
パターンB

1,114.0 1,250.8 1,476.8 136.8 362.8 112.3% 132.6% 84.7%

未選択 56.0 -

合計 5,059.0 5,843.4 6,448.6 784.4 1,389.6 115.5% 127.5% 90.6%

高度急性期 914.0 810.0 695.9 △ 104.0 △ 218.1 88.6% 76.1% 116.4%

急性期 2,541.0 2,317.4 2,065.4 △ 223.6 △ 475.6 91.2% 81.3% 112.2%

回復期 233.0 1,719.7 1,689.4 1,486.7 1,456.4 738.1% 725.1% 101.8%

慢性期
パターンA

2,642.0 2,086.6 1,130.3 △ 555.4 △ 1,511.7 79.0% 42.8% 184.6%

慢性期
パターンB

2,642.0 2,417.4 1,360.4 △ 224.6 △ 1,281.6 91.5% 51.5% 177.7%

未選択 23.0 -

合計 6,353.0 7,264.5 5,811.1 911.5 △ 541.9 114.3% 91.5% 125.0%

高度急性期 439.0 268.3 343.8 △ 170.7 △ 95.2 61.1% 78.3% 78.0%

急性期 1,381.0 778.6 954.0 △ 602.4 △ 427.0 56.4% 69.1% 81.6%

回復期 89.0 769.2 898.6 680.2 809.6 864.3% 1009.6% 85.6%

慢性期
パターンA

1,342.0 857.6 630.2 △ 484.4 △ 711.8 63.9% 47.0% 136.1%

慢性期
パターンB

1,342.0 975.4 721.9 △ 366.6 △ 620.1 72.7% 53.8% 135.1%

未選択 21.0 -

合計 3,272.0 2,791.5 2,918.2 △ 480.5 △ 353.8 85.3% 89.2% 95.7%

高度急性期 13,576.0 9,416.8 9,720.2 △ 4,159.2 △ 3,855.8 69.4% 71.6% 96.9%

急性期 28,109.0 25,888.4 26,381.2 △ 2,220.6 △ 1,727.8 92.1% 93.9% 98.1%

回復期 4,427.0 20,912.7 21,089.4 16,485.7 16,662.4 472.4% 476.4% 99.2%

慢性期
パターンA

14,567.0 14,801.2 15,073.2 234.2 506.2 101.6% 103.5% 98.2%

慢性期
パターンB

14,567.0 16,020.3 16,271.3 1,453.3 1,704.3 110.0% 111.7% 98.5%

未選択 660.0 -

合計 61,339.0 72,238.2 73,462.1 10,899.2 12,123.1 117.8% 119.8% 98.3%

（※１）合計値は、慢性期のＢパターンの病床数を加算して算出

（※２）患者の流出入が現状のまま継続するものと仮定した推計値

（※３）患者の流出入がなく、入院が必要な全ての患者は、住所地の二次医療圏の医療機関の病床に入院するものと仮定した
推計値

（※４）患者住所地で患者の入院医療が完結しているのかを示すもの。
当該圏域の充足率が100％以下である時には、流出超過、100％以上である場合には流入超過を表す

合計

県央

相模
原

県西

-

-

-

-



 2025年の必要病床数の推計  (横浜市分抜粋）

2014年の現状（床）
流出入による病床の増減
数（※４）

2025年度の患者住所地にお
ける必要病床数の充足率(※

現行（病床機能報告）
（①）

医療機関所在地
（②）（※２）

患者住所地（③）
（※３）

（③－②） ②－① ③－① ②／① ③／① ②／③

高度急性期 1,737.0 1,438.5 1,777.2 338.7 △ 298.5 40.2 82.8% 102.3% 80.9%

急性期 3,414.0 3,694.3 4,327.6 633.3 280.3 913.6 108.2% 126.8% 85.4%

回復期 858.0 3,346.5 3,351.9 5.4 2,488.5 2,493.9 390.0% 390.7% 99.8%

慢性期A 2,334.0 2,630.1 2,498.9 △ 131.1 296.1 164.9 112.7% 107.1% 105.2%

慢性期B 2,334.0 2,773.3 2,620.8 △ 152.5 439.3 286.8 118.8% 112.3% 105.8%

未選択 84.0 -

合計（※１） 8,427.0 11,252.5 12,077.5 825.0 2,909.5 3,734.5 133.5% 143.3% 93.2%

高度急性期 1,674.0 1,314.9 1,272.5 △ 42.4 △ 359.1 △ 401.5 78.5% 76.0% 103.3%

急性期 4,023.0 3,709.7 3,480.4 △ 229.3 △ 313.3 △ 542.6 92.2% 86.5% 106.6%

回復期 452.0 2,827.8 2,671.3 △ 156.5 2,375.8 2,219.3 625.6% 591.0% 105.9%

慢性期A 1,417.0 2,053.0 2,038.4 △ 14.6 636.0 621.4 144.9% 143.9% 100.7%

慢性期B 1,417.0 2,102.9 2,078.6 △ 24.3 685.9 661.6 148.4% 146.7% 101.2%

未選択 48.0 -

合計 7,614.0 9,955.4 9,502.9 △ 452.5 2,389.4 1,936.9 130.8% 124.8% 104.8%

高度急性期 2,900.0 1,420.9 1,226.1 △ 194.8 △ 1,479.1 △ 1,673.9 49.0% 42.3% 115.9%

急性期 2,630.0 3,265.3 3,282.0 16.6 635.3 652.0 124.2% 124.8% 99.5%

回復期 629.0 2,656.9 2,771.0 114.2 2,027.9 2,142.0 422.4% 440.5% 95.9%

慢性期A 639.0 933.1 1,934.2 1,001.0 294.1 1,295.2 146.0% 302.7% 48.2%

慢性期B 639.0 939.0 1,937.4 998.4 300.0 1,298.4 146.9% 303.2% 48.5%

未選択 96.0 -

合計 6,894.0 8,282.1 9,216.5 934.4 1,484.1 2,418.5 120.1% 133.7% 89.9%

高度急性期 6,311.0 4,174.3 4,275.8 101.5 △ 2,136.7 △ 2,035.2 66.1% 67.8% 97.6%

急性期 10,067.0 10,669.3 11,090.0 420.7 602.3 1,023.0 106.0% 110.2% 96.2%

回復期 1,939.0 8,831.1 8,794.3 △ 36.9 6,892.1 6,855.3 455.4% 453.5% 100.4%

慢性期A 4,390.0 5,616.2 6,471.5 855.3 1,226.2 2,081.5 127.9% 147.4% 86.8%

慢性期B 4,390.0 5,815.2 6,636.8 821.6 1,425.2 2,246.8 132.5% 151.2% 87.6%

未選択 228.0 -

合計 22,935.0 29,490.0 30,796.9 1,306.9 6,783.0 8,089.9 128.6% 134.3% 95.8%

高度急性期 13,576.0 9,416.8 9,720.2 303.4 △ 4,159.2 △ 3,855.8 69.4% 71.6% 96.9%

急性期 28,109.0 25,888.4 26,381.2 492.8 △ 2,220.6 △ 1,727.8 92.1% 93.9% 98.1%

回復期 4,427.0 20,912.7 21,089.4 176.7 16,485.7 16,662.4 472.4% 476.4% 99.2%

慢性期A 14,567.0 14,801.2 15,073.2 272.0 234.2 506.2 101.6% 103.5% 98.2%

慢性期B 14,567.0 16,020.3 16,271.3 251.0 1,453.3 1,704.3 110.0% 111.7% 98.5%

未選択 660.0 -

合計 61,339.0 72,238.2 73,462.1 1,223.9 11,559.2 12,783.1 117.8% 119.8% 98.3%
（※１）合計値は、慢性期のＢパターンの病床数を加算して算出

（※２）患者の流出入が現状のまま継続するものと仮定した推計値

（※３）患者の流出入がなく、入院が必要な全ての患者は、住所地の二次医療圏の医療機関の病床に入院するものと仮定した推計値

慢性期A・・・すべての二次医療圏が全国最小レベルまで入院受療率を低下させる

慢性期B・・・全国最大レベルの入院受療率を全国中央値レベルにまで低下させる割合を用いて、二次医療圏ごとに全国最小との差を等比的に低下する

横浜
南部

横浜
市計

県
計

（※４）患者住所地で患者の入院医療が完結しているのかを示すもの。当該圏域の充足率が100％以下である時には、流出超過、100％以上である場合には流入超過を表す

神奈川県
2025年の必要病床数（床） 現行との差引（床） 現行からの増加率

横浜
北部

横浜
西部

-

-

-

-

-



地域医療構想調整会議の設置について（案） 

１ 地域医療構想調整会議の設置単位 
  国のガイドラインでは地域医療構想調整会議は、地域医療構想の達成を推

進するため必要な協議が行われる場であることから、構想区域ごとに設置す

ることが原則とされていますが、横浜市保健医療協議会も横浜市域を単位と

して実施しており、地域医療構想調整会議についても同様に３医療圏を超え

て市全体で検討・調整していくため、全市を対象とした会議体とします。 
 
２ 地域医療構想調整会議委員                 （敬称略） 

（※）神奈川県医療課が各団体と調整のうえ選出いただいた委員 

国のガイドライン

における参加者 
所属 役職 氏名 

医師会 横浜市医師会 会長 白井
し ら い

 尚
たかし

 
副会長 戸塚

と つ か

 武和
た け か ず

 
副会長 鳥山

と り や ま

 直
な お

温
は る

 
副会長 和田

わ だ

 廣
ひ ろ

己
み

 
神奈川県医師会（※） 理事 増沢

ま す ざ わ

 成
し げ

幸
ゆ き

 
歯科医師会 横浜市歯科医師会 会長 杉山

す ぎ や ま

 紀子
の り こ

  
病院団体 横浜市病院協会 会長 吉井

よ し い

 宏
ひろし

 
副会長 新納

に い の う

 憲司
け ん じ

 
副会長 松井

ま つ い

 住
じゅう

仁
に ん

 
常任理事 松島

ま つ し ま

 誠
まこと

 
神奈川県病院協会（※） 副会長 吉田

よ し だ

 勝
か つ

明
あ き

 
医療保険者（※） 全国健康保険協会神奈川支部 企画総務部長 槇沢

ま き さ わ

 幸雄
ゆ き お

 
健康保険組合連合会神奈川連合会  栗林

くりばやし

 一宏
か ず ひ ろ

 
薬剤師会 横浜市薬剤師会 会長 向井

む か い

 秀人
ひ で と

 
看護協会 神奈川県看護協会 横浜第一支部長 増田

ま す だ

 千鶴子
ち づ こ

 
医科大学 横浜市立大学 附属病院長 教授 平原

ひ ら は ら

 史樹
ふ み き

 
学識経験者 筑波大学医学医療系 教授 大久保

お お く ぼ

 一郎
い ち ろ う

 
行政 横浜市医療局 局長 城

し ろ

 博
ひ ろ

俊
と し

 
医療医務監 修理

し ゅ う り

 淳
じゅん

 
横浜市健康福祉局 保健所長 豊澤

と よ ざ わ

 隆
た か

弘
ひ ろ

 
高齢健康福祉部長 細川

ほ そ か わ

 哲
て つ

志
し

 
横浜市政策局 政策調整担当理事 長谷川

は せ が わ

 孝
たかし
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平成２７年度病床整備事前協議の実施について 

１ 「病床整備事前協議」の趣旨と性格 

 

(1)  病院（20床以上）や有床診療所（19床以下）の病床については、いわゆる

「病床規制」の考え方の中で、神奈川県が「保健医療計画」の中で定める「基

準病床数」を超えない範囲で整備を行うものとされており、横浜市において

も、基準病床数の範囲内で、効果的・効率的な医療提供が行われるよう病床

の整備を図ることで、市民に必要な医療が確保されるよう努めています。 

 

(2)  病院や有床診療所の開設（増床を含む。）に当たっては、医療法に基づく許

可が必要となりますが、本市では、神奈川県保健医療計画との整合性を図り

つつ、必要な病床機能の整備を効果的・効率的に推進するため、開設許可申

請の受理に先駆けて、開設（予定）者との事前の協議を行っています。 

この中で、開設（予定）者に対して必要な行政指導等を行うものが、「病床

整備事前協議」です。 

 

(3)  病床整備事前協議は、神奈川県の策定した「病院等の開設等に関する指導

要綱」に従って実施しています。 

この要綱の定めにより、市長は、既存病床数が基準病床数を下回る二次保

健医療圏がある場合、病床整備事前協議の対象とするに足りるものであるか

否か（病床整備を行うかどうか）を判断した上で、開設（予定）者からの事

前協議を受け付け、病院の開設等に係る事業計画の審査を行います。 

病床整備事前協議を行うかどうかの決定及び事業計画の審査に当たっては、

市長は、横浜市保健医療協議会の意見を聴くこととされています。 

 

(4) この度、神奈川県が基準病床数と既存病床数との差を算出した結果、平成

27 年 3 月 31 日現在、横浜北部二次保健医療圏で、既存病床数が基準病床数

を下回っていることが確認されました。 

そこで、横浜北部二次保健医療圏に関して、病床整備事前協議の対象とす

るに足りるものであるか否かについて、市長の決定に先立ち、横浜市保健医

療協議会の御意見を伺います。 

資 料 ３ 
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２ 本市の二次保健医療圏別病床整備状況 

神奈川県の調査による市内二次保健医療圏の基準病床数と既存病床数 

平成 27年 3月 31日現在 

二次保健医療圏  
基準病床数 

Ａ 

既存病床数 

Ｂ 

差し引き 

Ｂ－Ａ 

横浜北部 ８，７２６ ８，５９３ △１３３ 

横浜西部 ７，０４９ ７，３４８ ２９９ 

横浜南部 ６，４１５ ６，８２７ ４１２ 

合 計 ２２，１９０ ２２，７６８ ５７８ 

（注）既存病床数には前年度までの事前協議終了分（配分済み病床数）を含む。 

 

 

 

 

青葉区 

都筑区 

緑区 
港北区 

鶴見区 

神奈川区 
瀬谷区 

旭区 

保土ヶ谷区 西区 

中区 南区 
泉区 

戸塚区 
港南区 

磯子区 

金沢区 

横浜北部二次保健医療圏 

横浜南部二次保健医療圏 

基準病床数：8,726床 

既存病床数：8,593床 

差し引き ：△133床 

基準病床数：6,415 床 

既存病床数：6,827 床 

差し引き ： 412 床 
       基準病床数：7,049床 

既存病床数：7,348床 

差し引き ： 299床 

横
浜
西
部
二
次
保
健
医
療
圏 

栄区 
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３ 平成２７年度病床整備事前協議の実施について（案） 

 

(1) 横浜北部二次保健医療圏を平成 27 年度病床整備事前協議の対象とするに

足りるものとする。 

 

(2) 横浜北部二次保健医療圏における病床整備事前協議の対象病床数は、次の

とおりとする。 

 

二次保健医療圏 対象病床数 

横浜北部 １３３床 

 

(3) 病床整備事前協議の検討は、横浜市保健医療協議会運営要綱第７条に規定

する病床整備部会を設け、検討するものとする。 

 

 【説明】 

① 横浜市の人口 10万人あたりの病床数は 749.0床と全国平均の約 60％であり、

中でも療養病床（99.2 床：全国 257.8 床）、緩和ケア病床（3.2 床：全国 4.4

床）、新生児集中治療室（90 床：整備目標 92 床）など不足している病床機能

があり、これらの病床機能を早期に整備することにより、市民に必要な医療を

適切に提供できる体制を早急に確保することが望まれます。 

 

② 平成 18 年に改正された医療法の附則により、改正法の施行日（平成 19 年  

１月１日）前に存在する診療所の一般病床（以下「特定病床」という。）につ

いては、改正後の医療法に規定される一般病床の設置の許可を受けた病床とみ

なされています。 

現在までのところ、特定病床の病床数については、附則により、施行日から

政令で定める日までの間は基準病床数制度の対象外とされているため、既存の

一般病床の病床数には算入されておりませんが、政令で定める日の施行につい

ては明らかにされていません。 
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４ 優先的に配分を行う病床機能の公表について（案） 

 

(1) 本市では、配分可能な限られた病床数を効果的・効率的に活用し、市民に

とって必要な病床機能を確実に整備していくために、「優先的に配分を行う病

床機能」を事前に公表した上で病床整備事前協議を受け付け、当該病床機能

の整備に係る事業計画に対して病床を優先的に配分するという方法を平成 18

年度からとってきました。 

 

(2) 療養病床、緩和ケア病床及び新生児集中治療室など特定の機能をもった病

床については不足が見られるとともに、その早急な整備が望まれています。 

 

(3) 基準病床数の範囲内で効果的・効率的にこれらの機能を持った病床の整備

を進めるためには、市の病床整備に対する基本的な考え方を「優先的に配分

を行う病床機能」として示すことで、意欲的な開設（予定）者・事業計画の

掘り起こしが期待されます。 

また、事業計画の審査を行う際にも、「優先的に配分を行う病床機能」の考

え方に沿った公平・公正な審査が可能となります。 

 

(4) 平成 27年度病床整備事前協議においても、本協議会の御意見を踏まえたう

えで、「優先的に配分を行う病床機能」を公表し、事業計画の審査に当たって

は、当該病床機能の整備に係る事業計画に対して優先的な病床配分を行うこ

ととします。 

 

(5) 平成 27年度病床整備事前協議において優先的に配分を行う病床機能は、次

のとおりとします。 

【優先的に配分する病床機能】 

① 療養病床 

② 緩和ケア 
③ 新生児集中治療室（NICU）・新生児治療回復室（GCU） 
④ 小児集中治療室（PICU） 

※ 上記①から④に該当しない病床機能については、病床の配分状況により配

分可能な場合に行います。 



　病床整備事前協議のスケジュールについて（参考：通常の場合）

4月

5月

6月

10月

11月

12月

1月

　　病床整備部会（１回）
（横浜市長の審査結果につ
いて部会意見取りまとめ）

　　保健医療協議会
(部会報告を基に協議会意
見をとりまとめ）

⑥市長の決定(配分の確定）

県医療審議会

医療機関

⑦配分結果の記者発表、ホームページでの公表、申出者あて通
知、医療安全課への情報提供（県が記者発表する場合、発表日
を合わせる。）

③県からの通知後、記者発表・ホームページ公表・医師会等へ
通知（県が記者発表する場合、発表日を合わせる。）

④事前協議の申出を受理
　(公表後～11月末・・・要綱で定められた日）

神奈川県

8月

事業計画

県知事

①病床整備事前協議
の実施について検討（優
先配分対象病床も検討）

7月
横浜市長

⑤横浜市長の審査
　（配分案の作成）

２月

9月

県知事

横　浜　市

県保健医療計画
推進会議

３月

既存病床数調査

事業計画の実施

県医療審議会
②市長の決定(実施の有無・実施する場合、事前協議対象医療圏の確定）

保健医療協議会

申出 

照会 ・既存病床数の算出（県ホームページ公表） 
・病床整備事前協議の実施について照会 

意見聴取 

報告 

報告 

通知 

報告 

意見聴取 

報告 

意見

報告 

報告 

通知 通知 

ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

・既存病床数調査(3月31日現在）           調査 ・許認可担当部署 
 （医療安全課）へ依頼 

           回答 

医
療
政
策
課 

報告 
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横浜市がん対策推進計画（仮称）の策定について 

 

 

１ 横浜市がん対策推進計画（仮称）策定の趣旨 

  平成 26年 6月に横浜市がん撲滅対策推進条例を制定し、10月に施行しました。 

  条例に基づき、横浜市のがん対策を計画的に推進するため、横浜市がん対策推進計

画（仮称）を策定します。 

 

 

２ 横浜市がん対策推進計画（仮称）の考え方 

（１）計画の考え方 

   よこはま保健医療プラン 2013（H25年度～29年度）に 5疾病のひとつとして「が

ん」に関する記載がされています。 

当プランの記載を活かしつつ、主に条例の趣旨に即して当プランに不足している

項目について検討を行い、新たな計画を策定します。 

 

（２）計画期間 

   平成 28年度～平成 30年度 

 

（３）検討組織 

計画策定にあたり、横浜市保健医療協議会の専門部会として「横浜市がん対策推

進計画策定検討部会」を設置し、検討していただきたいと考えています。 

 

  【委員構成の考え方】 

   横浜市保健医療協議会運営要綱で「部会は、保健医療協議会の委員、臨時委員、

及び関係団体の代表等のうちから、会長が指名する者をもって組織する。」と規定

されており、「部会長は会長が指名する。」とされています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市保健医療協議会（委員定数 20人以内） 

 横浜市の保健、医療及び生活衛生に係る施策及び当該施策の計画の策定につ

いての調査審議及び評価に関する事務を担任 



３ 横浜市がん対策推進計画（仮称）策定検討部会構成案 

 分野 人数 選出の考え方 依頼先 

部会長 学識経験者 １名   

委 員 
予防・早期発

見 
１名 がん予防・検診 横浜市医師会※ 

 
医療 ２名 がん診療 

横浜市病院協会※ 
 横浜市歯科医師会※ 
 患者・家族 １名 患者会等 患者会、NPO 法人等 
 

緩和ケア ２名 緩和ケア 
がん診療連携拠点病院 

 横浜市薬剤師会※ 
 訪問看護 １名 看護 神奈川県看護協会※ 
 雇用 １名 就労支援・労働問題 神奈川県社会保険労務士会 
 教育 １名 がん教育 教育関係者 
 計 10 名   

 

 【委員構成の考え方】 

   ・がんに関する学識経験者、横浜市がん撲滅対策推進条例に規定されている分野（予

防、早期発見、医療、患者・家族、緩和ケア、在宅医療、研究）のほか、市の責務と

して「医療のほか介護、福祉、教育、雇用等幅広い観点 からの検討」とあるため、

雇用・教育分野を追加します。 

 ・※は、保健医療協議会委員の構成団体です。 

 ・※からご推薦いただく委員のうち 1名は保健医療協議会委員を兼任します。 

 

４ スケジュール及び部会開催頻度 

   平成 27年 8月～平成 28年 2月予定（年間 4～5回程度） 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 ２月 ３月 ４月 ５月
部会

計画
検討

         ☆
保健医療
協議会
部会設置

 ★
部会
計画骨子
検討

★
部会
計画案検
討

★
部会
計画案検
討

★
部会
計画案確
定

★
部会
計画案修
正

☆
保健医療
協議会報
告

パブ

コメ検討

計

画

案

確

定

計

画

策

定

修

正
修

正

 

５ 要綱（案） 

  別紙のとおり 



 
 
 

【案】 

横浜市がん対策推進計画策定検討部会設置要綱 

 

                                         

制定 平成 27 年 月 日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「横浜市がん対策推進計画（仮称）」策定にあたり、専門の事項を協議す

るために横浜市保健医療協議会運営要綱第 7 条第 1 項に基づく部会として、横浜市がん対策

推進計画策定検討部会（以下「部会」という。）を置き、部会の運営その他必要な事項につ

いて定めるものとする。 

（内容） 

第２条 部会は、次の事項について協議を行うものとする。 

 (1)「横浜市がん対策推進計画（仮称）」の策定 

(2) その他必要な事項 

（構成） 

第３条 部会は、横浜市保健医療協議会（以下「協議会」という。）の委員、臨時委員及び関係

団体の代表等のうちから、協議会会長が指名する者をもって組織する。 

（部会長） 

第４条 部会は、部会長を 1 人置き、協議会会長が指名する。 

（会議） 

第５条 部会の会議は、協議会会長の指示に応じ部会長が招集する。 

（会議の公開） 

第６条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成 12 年 2 月横浜市条例第 1 号）第 31

条の規定により、部会の会議については、一般に公開するものとする。ただし、委員の承諾

があれば、会議の一部又は全部を非公開とすることができる。非公開とする場合は、傍聴人

を会場から退去させるものとする。 

（意見の聴取等） 

第 7 条 部会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見

又は説明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

（解散） 

第８条 部会は、「横浜市がん対策推進計画（仮称）」の策定終了をもって解散するものとする。  
（庶務） 

第９条 部会の庶務は、医療局がん・疾病対策課において処理する。 

 （委任） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が部会の会議

に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成 27 年 月 日から施行する。 



協議
年度

病院名(開設者）
事　前
協　議
承認数

病床機能
整備
内容

当初の
完　了
予　定
年　度

遅延の理由 現在の状況
着工
予定

完了
見込

18 牧野ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院 120
療養

回リハ
新規
建設

20

　協議時の土地は、地主が亡
くなり、相続問題などで病院
建設不可能になった。
　その後新たな土地を探すた
めに時間を要した。（候補地
が、市街化調整区域、第一種
低層住居専用地域など。最終
候補地となった場所も、生産
緑地解除に時間を要した。）

　平成27年1月から地質調査を
開始し、4月に調査結果がまと
まった。進めていた基本設計及
び実施設計も終了した。
　また、建築局へ開発行為の許
可申請を行っており、書類審査
を受けている。

平成27年
8月頃

平成29年
3月頃

21 厚済会病院 50 療養
新規
建設

23

　同時に配分を受けた19床の診療
所の計画の進行が難しくなり、診
療所で対応予定だった患者の対応
ができるような設計等の調整に時
間を要した。
　当初スケジュールよりやや遅れ
て、開設許可申請を出す直前で震
災が発生し、透析医療機関のため
患者対応に追われた。
　その後、自家発電装置の設計な
どの検討に時間を要した。

　病床の使用検査が終わり、平
成27年3月から診療を開始し
た。

― 完了

23 横浜東邦病院 49 療養 増改築 26

　既存建物と新棟の接続方法
が建築基準法との兼ね合いに
より課題となり解決に時間を
要したが、平成24年9月の法改
正により解決し、新たな計画
により建築することとなった
ため。

　新棟については、平成27年9
月頃の竣工を予定している。
　その後、旧棟（既存棟）の改
築を行う。

着工済み
平成28年

1月頃

病床配分後の病床整備の状況（平成２７年６月現在） 資料 ５ 

1



協議
年度

病院名(開設者）
事　前
協　議
承認数

病床機能
整備
内容

当初の
完　了
予　定
年　度

遅延の理由 現在の状況
着工
予定

完了
見込

ふれあい鶴見
ホスピタル

48 療養 増改築 27

　協議時に比べ、建築費高騰
等の理由から工事発注が困難
な状況となり、建築工事の設
計の見直しを行った。
　また、手続き先となる行政
機関との調整に時間を要し
た。

　審査機関へ建築確認申請を行
い、書類審査を受けている。
　また、工事請負業者の選定を
進めているが、難航している。

平成27年
8月頃

平成28年
7月頃

医療法人杏林会
新横浜こころの
ホスピタル

42 療養 増改築 26

　法人側の担当者が途中で交
代したため手続きが一時停滞
した。また、行政機関からの
指摘事項への対処方法の内部
検討に時間を要した。

　工事請負業者は、決まってお
り見積書の提出を依頼してい
る。
　また、行政機関から指示の
あった病棟の採光・換気面積測
定等の対応を進めている。

平成27年
8月頃

平成27年
9月頃

シティクリニック 2 療養
病床
設置

26
　手続き先となる行政機関と
の調整に時間を要した。

　病床の使用検査が終わり、平
成27年5月から病床を使用でき
る状態となった。

― 完了

医療法人社団協友会
横浜鶴見ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
病院

250
療養

回リハ
新規
建設

29

　建築需要の環境変化等によ
り、売り主側との病院用地確
保に向けた売買契約が難航し
ている。

　計画していた病院用地の確保
が出来ていない。

未定 未定

社会福祉法人恩賜財団
済生会神奈川県病院

10 緩和ケア 増改築 27
　平成27年12月の新棟の竣工に
向け、病棟工事は予定どおり進
んでいる。

着工済み
平成27年

12月頃

25

2



３ 

病床整備状況に関する報告 

配分年度  平成１８年度 

名 称  牧野リハビリテーション病院 

所在地  横浜市緑区鴨居３－３７ 

承認された 

病床数・種別 
 １２０床 
（回復期リハビリテーション病床（療養）６０床・ 
療養病床６０床） 

【病床整備遅延の理由】 

・ 協議時の土地は、地主が亡くなり、相続問題などで病院建設不可能になった。その

後新たな土地を探すために時間を要した。（候補地が、市街化調整区域、第一種低層住

居専用地域など。最終候補地となった場所も、生産緑地解除に時間を要した。） 

【現在の病床整備状況】 

・ 平成 27 年 1 月から地質調査を開始し、4 月に調査結果がまとまった。進めていた基

本設計及び実施設計も終了した。 

  また、建築局へ開発行為の許可申請を行っており、書類審査を受けている。 

 

【現地の状況】 

 

 

 

【病床整備のこれからの予定】 
・ 開設許可申請：平成２７年 ８月頃 

・ 工事着工予定：平成２７年 ８月頃 

・ 工事完了予定：平成２９年 ３月頃 

 



４ 

病床整備状況に関する報告 

配分年度  平成２３年度 

名 称  横浜東邦病院 

所在地  横浜市港南区最戸１－３－１６ 

承認された 

病床数・種別 
４９床（療養病床（４９床）） 

【病床整備遅延の理由】 

・ 既存建物と新棟の接続方法が建築基準法との兼ね合いにより課題となり解決に時間

を要したが、平成２４年９月の法改正により解決し、新たな計画により建築すること

となったため。 

【現在の病床整備状況】 

・ 新棟については、平成２７年９月頃の竣工を予定している。その後、旧棟（既存棟）

の改築を行う。 

【現地の状況】 

 

 

 

【病床整備のこれからの予定】 
・ 工事完了予定：平成２８年１月頃 

 



５ 

病床整備状況に関する報告 

配分年度  平成２５年度 

名 称  社会福祉法人恩賜財団済生会神奈川県病院 

所在地  横浜市神奈川区富家町６－６ 

承認された 

病床数・種別 
１０床（緩和ケア（一般）１０床） 

【病床整備遅延の理由】 

【現在の病床整備状況】 

・ 平成２７年１２月の新棟の竣工に向け、病棟工事は予定通り進んでいる。 

【現地の状況】 

 

 

 

【病床整備のこれからの予定】 
・ 工事完了予定：平成２７年１２月頃 
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Ⅳ章　主要な疾病（５疾病）ごとの切れ目のない保健医療連携体制の構築

プランの項目 26年度の目標 26年度の実績 27年度の目標

1
がん
　予防啓発

　生活習慣の改善を通じた
がん予防啓発

　生活習慣の改善
を通じたがん予防と
して、よこはま健康
応援団への参加推
進等に取組みま
す。

2
がん
　検　診

　平成２８（２０１６）年　国
民生活基礎調査での横浜
市民のがん検診受診率（６
９歳以下）を胃、肺、大腸は
４０％、乳・子宮は５０％と
します。

　無料クーポン券の
対象となっていない
女性特有のがん検
診の対象者に、き
め細やかな受診勧
奨通知を送付し、受
診者数の増加を図
ります。

3
急性心筋梗塞
　救急医療
　提供体制

　急性心疾患救急医療機
関への救急搬送状況等を
検証し、横浜市急性心疾
患救急医療体制の参加基
準を必要に応じて見直して
いくとともに、救急手術に
対応できる医療機関との
連携体制を構築します。

参加基準の見直し
：運　用

連携体制の構築
：運　用

参加基準の見直し
：検　討

連携体制の構築
：検　討

参加基準の見直し
：検　討

連携体制の構築
：検　討

参加基準の見直し
：改正実施

連携体制の構築
：検　討

4

精神疾患
　横浜市の
　精神保健福祉
　の状況

　精神疾患に関す
る普及啓発や人材
育成に関して必要
な見直しを行い、講
演会やボランティア
育成の講座、家族
教室などを実施す
る。

　精神疾患に関す
る普及啓発の展
示・講演会を11区で
実施しました。
　ボランティア育成
のための講座を6区
で実施しました。
　統合失調症等及
びアルコール等の
依存症に関する家
族教室を14区で実
施しました。

5
精神疾患
　予防啓発

　各区福祉保健セ
ンターにおいて、医
療機関や精神障害
者生活支援セン
ター等との関係機
関とも連携を行いな
がら、地域において
精神障害者を支援
する。

　各区福祉保健セ
ンターにおいて、医
療機関や精神障害
者生活支援セン
ター等との定期的
な連絡会を開催し、
精神障害者を地域
で支えていくための
取組を行いました。
　一般市民向けに、
自殺・自死を正しく
知り、相談につなぐ
ための啓発や研修
を実施しました。

　家族や身近な支
援者などが精神疾
患に特有の病状変
化や病状悪化に早
めに気づくことがで
きるよう、区の実態
に応じて、ボラン
ティア育成や家族
教室などの事業を
実施していきます。
　
　疾患特性につい
ての正しい知識を
得ることができるよ
うに、効果的な普及
啓発の方法につい
て検討し、引き続き
事業を実施していき
ます。

　「健康横浜21」に
関わる項目につい
ては、単年度の目
標設定はしておりま
せん。
　中間評価結果(29
年度)により数値目
標等の検討を予定
しております。

胃がん検診
:37.6%
肺がん検診
:37.6%
大腸がん検診
:35.8%
乳がん検診
:43.0%
子宮がん検診
:44.6%

※「26年度の実績」
は、国民生活基礎
調査(3年ごとの調
査)から25年度の実
績を記載していま
す。

プラン策定時の目標

胃がん検診    :40%
肺がん検診    :40%
大腸がん検診 :40%
乳がん検診    :50%
子宮がん検診 :50%

　精神疾患は、誰でもがかかり得る病気である
ことを、より多くの方々にご理解いただき、病気
を放置せず、かつ、病状が悪化する前に、適時
適切に必要な医療につなぐことができるよう、基
礎情報を正しく普及し、同時に早めに変化に気
づくことができる人材の裾野を広げ、チームアプ
ローチによる取り組みを進めます。

　精神疾患及び精神障害者の病状変化や病状
悪化を、身近で関わる人々が気づくことができる
ようになり、必要な医療や相談機関につなぐこと
ができる環境を目指して、普及啓発と人材育成
に取り組みます。

P37 

P38 

P69 

P79 

P81 
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プランの項目 26年度の目標 26年度の実績 27年度の目標

精神科救急入院料等の
取得促進

6施設 6施設 6施設
6施設

（維持）

警察官通報受理から
診察開始までに要した
平均時間

3時間30分 4時間30分 4時間38分 4時間20分

7

精神疾患
　回復～地域
　生活への復帰、
　社会経済活動
　への参加

　精神保健福祉審
議会の内容を踏ま
え、福祉や医療が
連携しながら地域
で暮らす精神障害
者をどのように支え
ていくのか、審議会
等の場で検討を深
める。

　精神保健福祉審
議会において、入
院している精神疾
患患者の地域移行
について横浜市とし
ての方向性につい
て議論し、「退院支
援の充実強化」と
「退院後も精神疾患
患者が安心して暮
らせる地域づくり」を
柱に相談支援や住
まいの充実等につ
いて取組んでいくこ
とを取りまとめまし
た。

　障害者就労支援
センターを中心に、
精神障害者の就労
支援に取り組むと
同時に障害者就労
支援推進会議で、
精神障害者の雇用
について議論を行
います。
　企業就労が困難
な方が障害者施設
等への通所による
日中活動を通じて、
就業に向けた訓練
を行うことなど「福
祉的就労」の充実
を図ります。

Ⅴ章　主要な事業（４事業及び在宅医療）ごとの医療体制の充実・強化

プランの項目 26年度の目標 26年度の実績 27年度の目標

5施設
（累計17施設）

1施設
1施設

（累計14施設）
1施設

（累計15施設）

2か所 2か所 2か所
2か所

（維持）

二次救急拠点病院整備数 24病院 25病院 25病院 24病院

7病院 7病院 7病院
7病院

（維持）

被災時の負傷者受入
医療機関数

105施設 114施設 115施設 119施設

広域災害・救急医療情報
ｼｽﾃﾑ(EMIS)の登録医療
機関数

134施設 108施設 118施設 122施設

非常時の通信手段を備え
た医療機関数

105施設 94施設 93施設 110施設

H26年度：
市立大学附属市民総合医療センター・
済生会横浜市東部病院

昭和大学横浜市北部病院・横浜労災病院・
市民病院・済生会横浜市東部病院・
みなと赤十字病院・済生会横浜市南部病院・
国立病院機構横浜医療センター

8
救急医療
　初期救急医療
　体制の充実

休日急患診療所
老朽化対応数

6
精神疾患
　治療～回復

　本人やその家族の意向に沿った支援計画が
多職種の建設的な意見交換に基づき作成さ
れ、保健・医療の視点を持った支援者が連携し
て継続的に関わることが基本となるチームアプ
ローチの支援の仕組みの構築に取り組みます。
　このことにより、退院後の地域生活への復帰
にかかる不安のハードルを下げ、精神疾患のあ
る人もない人も住みやすい地域となるよう取り
組みます。

プラン策定時の目標

H26年度：青葉区休日急患診療所
H27年度：戸塚区休日急患診療所

9

救急医療
　二次・三次救
　急医療体制の
　充実

小児救急拠点病院整備数

10

災害時に
　おける医療
　

外傷センター整備数

プラン策定時の目標

P83 

P88 

P93 

P95 

P99 
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プランの項目 26年度の目標 26年度の実績 27年度の目標

出産に対応する施設 57施設 57施設 54施設 57施設

3病院 3病院 3病院
3病院

（維持）

NICU病床数 92床 93床 90床 92床

小児救急拠点病院
（施設名は「9」を参照）

7病院 7病院 7病院
7病院

（維持）

小児救急啓発事業の推進 18区 18区 18区 18区

13
在宅医療
　在宅医療

14
在宅医療
　終末期医療

※横浜市中期
　 4か年計画

45か所 36か所 36か所 39か所

利用者数
：878人/月

利用者数
：650人/月

利用者数
：439人/月

利用者数
：566人/月

Ⅵ章　患者中心の安全で質の高い医療を提供する体制の確保

プランの項目 26年度の目標 26年度の実績 27年度の目標

16
公的医療機関
等の役割

　市民病院再整備 再整備中
基本計画策定、
基本設計着手

基本計画策定、
基本設計着手

事業用地取得、
基本設計完了

17
医療安全対策の
推進
　医療指導事業

　患者・家族に対する説明
等が、口頭によるものだけ
でなく、保存義務のある診
療録及び看護記録に充実
した内容で記載されること
で、医療施設と患者・家族
間の適切なコミニュケー
ションが向上することによ
り、医療安全確保が図られ
ている。

病院における適合率
：70%

病院における適合率
：62%

病院における適合率
：58%

病院における適合率
：65%

18

医療安全対策の
推進
　医療安全支援
センター事業

　市立病院等安全管理者
会議病院参加率
※全病院数に占める参加
病院の割合

70% 45% 55% 60%

19

医療安全対策の
推進
　医薬品の
安全対策

薬局・医薬品販売業等へ
の監視指導実施率

30.0% 27.0% 28.1% 28.0%

H26年度：
横浜労災病院・横浜市立市民病院・
済生会横浜市南部病院

１０区
（累計１１区）

４区
（累計１５区）

15
在宅医療
　医療と福祉
　の連携

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

プラン策定時の目標

在宅医療連携拠点の整備 2区

11
周産期医療
(周産期救急
医療を含む。)

12
小児医療
（小児救急
医療を含む）

産科拠点病院の整備

プラン策定時の目標

18区（※）
5区

P102 
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P115 

P118 
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P133 

P134 
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Ⅶ章　主要な保健医療施策の推進

プランの項目 26年度の目標 26年度の実績 27年度の目標

20
感染症対策
　結核対策

結核罹患率
人口10万人対
結核罹患率：15.0

罹患率の低下
人口10万人対
結核罹患率：15.0
※数値は25年度

人口10万人対
結核罹患率：15.0

4病院 2病院 2病院
2病院

（維持）

18区 6区 6区 6区

4か所（※）
推進

1か所
（基本設計）

1か所
（基本設計）

1か所
（実施設計・着工）

※横浜市中期
　 4か年計画

都筑区・瀬谷区・栄区
他

3か所
1か所

（着工）
1か所

（着工）
1か所

（開所予定）

旭区・鶴見区・港南区

24
歯科口腔
保健医療

　「健康横浜21」に
関わる項目につい
ては、単年度の目
標設定はしておりま
せん。
　中間評価結果(29
年度)により数値目
標等の検討を予定
しております。

　歯と口の健康週
間や歯周疾患予防
教室等で、歯科医
師・歯科衛生士によ
る講話や関連チラ
シを配付する等、歯
周病予防について
啓発を実施しまし
た。

　引き続き、歯周疾
患予防教室や各種
行事を通して、歯周
病の予防について
啓発を推進します。

瀬谷区

1　乳幼児期
・　3歳児でむし歯のない者の割合
　　：90％
2　学齢期
・　12歳児の一人平均むし歯数
　　：維持・減少傾向
3　成人期～高齢期
・　40歳代における進行した歯周炎を有する者
　　の割合
　　：維持・減少傾向
・　過去1年間に歯科検診を受診した者の割合
　　(20歳以上)
　　：65%
・　80歳で20歯以上の自分の歯を有する者
　　の割合
　　：50%
・　60歳代でなんでも噛んで食べることのできる
　　者の割合
　　：80%

港南区

横浜相原病院・
紫雲会横浜病院(H25年度に設置)

鶴見区・港北区・西区・旭区・泉区・金沢区

23

障害児・者の
保健医療
　重症心身障害
児・者への対応

重症心身障害児施設
の整備

多機能型拠点の整備

21

障害児・者の
保健医療
　医療提供体制
　の充実

知的専門外来の設置病院
数

22

障害児・者の
保健医療
　リハビリテー
　ションの充実

高次脳機能障害者
地域ネットワーク

プラン策定時の目標

p145 
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Ⅷ章　生涯を通じた健康づくりの推進

プランの項目 26年度の目標 26年度の実績 27年度の目標

女性の健康相談実施回数 推　進 41,382回
女性の健康相談
・支援の推進

健康教育の実施回数 推　進 962回
母親（両親）教室
・思春期講座等
の推進

母子訪問指導件数 推　進 36，529件
新生児期の訪問
指導等支援の充実

朝食を食べている小・中
学生の割合

100%に近づける 95.0% 93.9% 94.5%

50M走（１０歳男子） 9.22秒 9.39秒

50M走（１０歳女子） 9.46秒 9.71秒

50M走（１３歳男子） 8.03秒 8.02秒

50M走（１３歳女子） 8.78秒 8.84秒

ボール投げ（１０歳男子）※ 28.82m 22.11m

ボール投げ（１０歳女子）※ 16.42ｍ 12.69m

ボール投げ（１３歳男子）※ 21.87ｍ 20.38m

ボール投げ（１３歳女子）※ 14.48ｍ 12.30m

喫煙・飲酒・薬物乱用防止
教室の実施（小学校）

50.0% 48.0% 48.0% 48.5%

　単年度の目標設
定は、しておりませ
ん。

　単年度の目標設
定は、しておりませ
ん。

　「横浜市子どもの
体力向上推進計画
（体力アップよこは
ま2020プラン）」に
従い、「運動機会の
確保」「教員の指導
力向上」「生活習
慣・運動習慣の改
善」に取組んでいき
ます。

プラン策定時の目標

26
母子保健
・学校保健
　学校保健

25
母子保健
・学校保健
　母子保健

　単年度の目標設
定は、しておりませ
ん。

　※：１０歳は、ソフトボール・１３歳は、ハンドボール
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よこはま保健医療プラン2013　進ちょく状況(平成26年度) 資料　６　

プランの項目 26年度の目標 26年度の実績 27年度の目標

27
生活習慣病予防
の推進

第2期健康横浜21の推進

　370万人の市民や
企業等と連携した
社会的なムーヴメ
ントを起こすことに
より、第2期健康横
浜21の目標達成を
強く後押しする必要
があるため、「よこ
はま健康アクション
Stage1」の10の事
業について、局内
横断的に取り組み
ます。

　第2期健康横浜21
を推進するため、よ
こはま健康アクショ
ン10事業を関係区
局と連携し,推進し
ました。
１　よこはま健康
　　スタイル推進
２　疾病の重症化
　　予防
３　生活保護受給
　　者等の健康支援
４　ロコモ予防啓発
５　地域における
　　シニアパワー
　　発揮推進
６　健康経営企業
　　応援
７　企業と協働する
　　健康づくり
８　健康キャラバン
９　よこはまウェル
　　ネスプロモー
　　ション
10　ヘルスデータの
　　　有効活用

　よこはま健康アク
ション10事業を推進
します。

28
メンタルヘルス
対策の推進
　自殺対策

専門的なゲートキーパー数
（各区局が主催する自殺対
策研修の受講者）

　3,000人 推進 1,817人

　住民からの相談
に対応できる専門
的な人材を増やす
ため、各区局で自
殺対策研修（人材
育成研修）を継続し
て開催します。

プラン策定時の目標

 

P187 

P178 

6 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要版 

平成 27 年度の重点事業 

  １ ノロウイルスによる食中毒・感染症の予防と対策 

  ２ 肉を原因とした食中毒の発生防止 

  ３ 魚介類による食中毒の予防と対策 

  ４ 食物アレルギーによる健康被害の防止 

PHOTO by Hideo MORI 
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資料７



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 年度食品衛生監視指導計画の重点事業 

   

ノロウイルスに感染すると、１～２日の潜伏期間の後に、嘔吐や下痢、風

邪に似たような症状などを発症することがあります。感染力が強く、一度に

多くの患者を出すことが特徴で、ノロウイルスによる食中毒及び感染症は全

国で多発しています。 

そこで、横浜市ではノロウイルスによる食中毒・感染症の発生を防ぐため、

ホテルや宴会場等の一度の利用客数が多い施設や飲食店、抵抗力の弱い方が

利用する高齢者施設や保育所等に対して立入りを実施し、従事者の健康管理

や手洗いの徹底、調理方法（加熱や殺菌等）や汚物の処理方法等について指

導及び啓発を行います。 

１１１   ノノノロロロウウウイイイルルルスススににによよよるるる食食食中中中毒毒毒・・・感感感染染染症症症ののの予予予防防防ととと対対対策策策ににに努努努めめめままますすす   

            

   

鶏肉の生食や加熱不足による喫食を原因とするカンピロバクター食中毒が

全国的に多発しています。また、食肉の調理品を原因とする腸管出血性大腸

菌による重篤な食中毒も依然として全国的に発生しています。 

そこで、横浜市では食肉を原因とした食中毒の発生を防ぐため、食肉を取

り扱う焼肉店等の飲食店や食肉販売店等に対して監視を実施し、食肉の十分

な加熱や調理器具の使い分け等について指導します。 

             

 

     

２２２   肉肉肉ををを原原原因因因とととしししたたた食食食中中中毒毒毒ののの発発発生生生ををを防防防止止止しししままますすす  

全国細菌性食中毒発生件数（平成 25 年） 

サルモネラ属菌
カンピロバクター 

腸管出血性大腸菌 

（ＶＴ産生） 

その他 食肉を食べる際には

十 分 な 加 熱

が必要です。 

事件総数：361 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品関係施設への立入検査 

業種、施設規模、取扱品目、過去の食中毒や違反の発生状況等を考慮して、立入

検査を実施します。 

立入検査計画  対象施設数合計：約７万施設 （平成 27 年２月末現在） 

食品等の抜き取り検査 

市内で製造、販売される食品等を検査し、違反・不良食品を発見、排除します。 

収去検査計画  主な検査項目：微生物、ノロウイルス、放射性物質、残留農薬、アレルギー

物質を含む食品、遺伝子組換え食品、食品添加物 等 

違反食品発見時の措置 

違反や不良食品を発見した場合には、食品の回収、廃棄等の行政処分や改善指導

などを行い、被害の拡大並びに再発の防止措置に努めます。 

原因施設に対しては、再発防止に向けて監視指導を強化します。 

違反食品発見状況 違反件数：103 件（表示違反 95 件、添加物・細菌等 8件）  

（平成 25 年度）     不良件数：32 件 

食品の苦情・相談等の対応 

食品への異物の混入やカビの発生などの苦情や相談について、原因究明の検査

や、営業者に対する調査指導を行います。 

苦情相談受付状況 838 件（有症苦情 408 件、異物混入 126 件、不衛生 116 件、異味・異臭・ 

（平成 25 年度）              変色 43 件 その他 145 件） 

27 年度の取組内容 

す 

アニサキスはサバやイワシ、サンマなどの魚介類に寄生する寄生虫で、ヒ

トが摂取すると激しい腹痛等を発症することがあります。アニサキスを原因

とする食中毒は全国的に増加しており対策が必要です。また、フグが混入し

た小魚が販売される事例が全国的に散発しており、有毒部位が除去されてい

ないフグが販売されないような対策を講じる必要があります。 

そこで、横浜市では魚介類を取り扱う飲食店や販売店等に対して監視を実

施し、寄生虫の除去や有毒魚（フグ等）の混入防止等について指導を行いま

す。また、違反品が流通しないよう鮮魚介類の検査を行います。 

３３３   魚魚魚介介介類類類ににによよよるるる食食食中中中毒毒毒ののの予予予防防防ととと対対対策策策をををしししままますすす  

   

食物アレルギーは、呼吸困難など重篤な症状を引き起こすことがあり、死

亡事故も発生しています。健康被害防止にはアレルギー原因食品の除去が重

要であり、小学校給食ではアレルギー原因食品除去食による対応を行ってい

ます。 

そこで、横浜市では小学校等の給食で提供されるアレルギー原因食品除去食

について確認検査を実施し、調理過程における食材の取り扱い等の指導を行

います。また、加工食品のアレルギー原材料についての表示点検や、製造工

程でのアレルギー物質混入防止の指導を行います。 

 ４４４   食食食物物物アアアレレレルルルギギギーーーににによよよるるる健健健康康康被被被害害害ををを防防防止止止しししままますすす  



 

http://www.city.yokohama.lg.jp/kenko/syoku-anzen/ 

横浜横浜市健康福祉局食品衛生課 

平成 27 年３月発行 

〒231-0017 横浜市中区港町２－９

        関内駅前第二ビル４階 

電話 ０４５（６７１）２４５９ 

FAX ０４５（６４１）６０７４  

 平成 27 年１月 16 日（金）から２月 16 日（月）まで「平成 27 年度横浜市食品衛生監視指

導計画（案）」について意見募集を行い、お寄せいただいたご意見を参考にさせていただき、監視

計画を策定しました。 

 ご意見をお寄せいただきました方々のご協力に厚く御礼申し上げます。 

 平成 27 年度監視指導計画については、健康福祉局食品衛生課、市民情報センター、各福祉保

健センター生活衛生課、本場食品衛生検査所、食肉衛生検査所、衛生研究所等で配布しています。

また、横浜市ホームページ「食の安全ヨコハマ WEB」に掲載しています。 

→http://www.city.yokohama.lg.jp/kenko/syoku-anzen/8/

● 福祉保健センター生活衛生課（18 区） 

各区に設置しており、食品関係営業施設の監視指導や営業許可調査、食品等の抜き取り検査の他、市

民の食品衛生に関する窓口相談及び食品衛生に関する知識の普及啓発業務を行います。 

● 食品専門監視班(健康安全部食品衛生課) 

大規模食品製造施設、大量調理施設、広域流通食品を取り扱う施設に対する監視指導や食品等の抜き

取り検査並びにＨＡＣＣＰ的手法の導入支援、自主衛生管理の推進を行います。 

● 衛生研究所 

検査研究機関の中心として、微生物、理化学検査等を行います。また、食中毒や苦情があった食品の

原因究明をするための検査を実施します。検査法や統計データ手法に関する調査研究にも取り組みます。

● 中央卸売市場本場食品衛生検査所 

市内には鮮魚や青果及び加工食品を取り扱う中央卸売市場が１か所あり、市場に入荷する食品の検査

や、市場関係営業施設に対する監視指導を行います 

● 食肉衛生検査所 

食肉市場に流通する食肉の生体検査や、市内を流通する食肉の検査、食鳥処理施設への監視指導を行

います。 

● 健康安全部食品衛生課 

監視指導・抜き取り検査や普及啓発に関する事業の企画・立案・調整を行います。 

● 健康安全部健康安全課 

健康安全に係る企画・調整や感染症・食中毒調査に係る福祉保健センター、検査機関、庁内関係部局

との調整、国や他自治体との連絡調整業務等を行います。また放射線対策部の事務局業務も行います。

監視計画の実施機関 

意見募集に寄せられた意見と本市の取組について 



よこはまウォーキングポイント事業の実施状況について 

１ 事業概要 

 【目的】健康寿命日本一を目標に、日常生活の中で気軽にウォーキングによる健康づくりに 

取り組んでいただくことを目的に、平成 26年 11月に事業をスタート 

 【内容】■参加者には歩数計を無償で配付（送料の自己負担あり） 

■市内の協力店舗・施設（約 1,000か所）に設置された 

専用読み取りリーダーに、歩数計を定期的にのせ歩数データを送信 

 

①専用ホームページで自分の歩数・消費カロリー等の推移や歩数ランキングを確認  

②歩数に応じてポイントが貯まり、一定ポイント以上の方は、 

商品券等があたる自動抽選に参加 

③参加者全員で目標歩数（平均 10万歩 / 月）を達成した月は、 

本事業から社会貢献活動(国連ＷＦＰ)に一定額を寄付 

２ 参加申込状況 

 26～29年度の４年間 26年度 27年度 

目標 300,000人 50,000人 70,000人 

実績 － 95,923人  

 

３ リーダー設置：1,042か所（27年６月末現在） 

 【設置方針】・商店街や薬局などの店舗のほか、参加者の利便性を高めるため、エリアを補完 

するかたちで公共施設に設置 

             ・商店街等にリーダーを設置することで、商店街振興・地域振興も目指した事業展開 

 

 

 

４ インセンティブ 

(1)定期抽選（３か月に１回）※平成 27年１月・４月・７月に実施 

  ○抽選対象：３か月で 200ポイント以上の参加者 

○景品内容：3,000円相当の商品券（500本） 

(2)寄付 

   ○寄付基準：参加者全員の平均歩数が 10万歩を超えた月に、国連 WFPに 20万円を寄付 

  ○達 成 月：平成 26年 11月から平成 27年６月までの８か月間のうち、平成 26年 12月を 

除く、７か月間で目標を達成 

５ 平成 27年度拡充項目 

(1)事業所参加の募集（「働く世代」の参加促進） 

  【目  的】・生活習慣病の予防が重要とされる 40～50歳代の働く世代の健康づくりを支援 

        ・中小企業を中心に企業の健康づくりを支援 

  【募集内容】市内事業所(法人組織)を通じて従業員の方の参加申込を受付 

  【受付期間】平成 27年６月１日から８月 25日まで 

(2)Ｗチャンス抽選（年１回）※平成 28年１月に抽選実施 

○抽選対象：１年間の累計ポイント(平成 27年１月～12月)が 200ポイント以上の参加者 

○景品内容：商品券・健康関連商品 等（総計 5,000本） 

 (3)事業検証 

  【アンケート調査】参加者 4,000人を対象にアンケート調査を実施し、①事業参加前後での健康意

識と行動の変化、②社会参加行動の変化、③事業の参加状況を検証 

【統計データ分析】年代別・性別・区別による、歩数データ等の統計分析を通じた事業の検証 

商店街加盟店 367 地域ケアプラザ・地区センター 136 

その他商業店舗 429 その他公共的施設 110 

 
 

目標の２倍 

【27年６月末日現在・速報値】 

27年度： 25,000 人超 

累      計：120,000人超 

 

【内  訳】 

資料８ 
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